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アメリカの行政法における行政立法の位置
(Dア メリカ行政法の研究分野で何が重要な問題であるか と問われた場合,そ の…つ としていわゆる
規 則制定(rulemaking)の問題を あげ ることが で きる。また,ア メ リカ行政 法の研究 者 もその研究課
題の一つに規則制定 手続の問題を とりあげているといって よい。このため,行 政法に関する問題の多
くが,こ の規則制定 手続に関連 して議論 されていることを指摘 しなけれぽならない。
では,何 故に,ア メ リカにお いて この よ うに規 則制 定手続 が問題 とな ってい るか,そ の理 由の一つ
として,大 多数のアメ リカの行政機関の政策が結果的には行政機関の規則という形で具体化されてい
くとい うことがあげ られ る。 この点 について は,わ が国 の場合 も同 じことが いえ ると思 われる。
行政機関が制定する行政立法,す なわち委任立法の問題を議論す るに当たって問題になることは,
どの程度の立法権限を行政機関に対 し授権すべきかとい う問題である。
② アメ リカにお いて,立 法府 は,行 政官 に法制 定権を移 譲 して きたが,こ れ は,立 法府 が国斑 の政
府に対する諸要求に対応するための法律を制定することができず,結 局これ らの要求に対応するため
の権限 を行政官 に委任 しなけれ ば な らない とい う単純 な.理由に よるもの である。 しか し,こ の よ うな
国民を規制する法制定権が立法府か ら行政機関に委任 された理由を検討するまで もな く,実際に行政
機関が創設 され,ニ ューデ ィール政策を契機に,急 速に行政機関の数や権限が拡大 してきたのである。
そ して,立 法府は,一 般的な行政上の政策を遂行するために必要であると思われるほとん どの決定権
を行政官 に認め るに至 って い るの で ある。
(3)行政官は,行 政審判機関としての裁摯的な機能 と純粋な行政機関 としての機能 との二つの機能を
遂行 しているが,そ のうちで もっとも重要な機能は,ア メリカ社会を規制する規則を制定する機能で
あ る とい って よい と思われ る。事 実,ア メ リカの行政官 は,規 則を制定 す る場合,ア メ リカの社会生
活に妥当するように,連 邦法の意味を解釈 し,適 用 して いる。
☆本学法学部教授
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アメリカの研究者の多 くは,規 則制定権を行政機関に委任するとい うことは,伝 統的な民主主義の
原則を確保するとい う考えに対 し一つの脅威を与えるものではないかとい う疑問を抱 きながらも,行
政機関に対する規則制定権の委任は,現 代行政を遂行 していくためには回避できないものとして受け
とめている。それだけに行政機関に よる規則制定は民主的な統制の下におかなければならないとい う
主 張 も強い。
アメリカにおける行政機関の規則制定の意味
(t)行政機 関参規則 を制 定す る とい うことは,ど の よ うな ことを意味す るので あろ うか。 この課題に
ついて明確に解答す ることは極めて困難である。
アメ リカにおいては行政法 は比較 的新 しい法分 野であ り,し か もこの行政法 は,論 理的,体 系 的な
発展をして来なかった法分野である。 この点は大陸行政法の歴史的変遷 とは異な っている。事実,
ニ ューデ ィール政策が実 施 され る以 前の,い わ ゆ る レヅセ ・フ ェール理論 が支配的で あ った時代 に お
いては,行 政機関の行為を規制す ることを目的 とする法の制定には関心がもたれていなかった。すな
わ ち,世 界恐慌以 前におい ては,多 くの アメ リカ人は,行 政府 が拡大 し,行 政官 の権 限 が拡張 す る こ
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とに対 し,きわめて消極的であったが,これは,行 政権が拡大すると社会主義的な方向へ進むことに
な るの ではな いか と危惧 したか らであ る。
しか し,ニ ューディール政策における変革 とその後に発生 した第 二次世界大戦 とい う政治的事実
が,行 政府や 行政官 の権 限を急速 に増大せ しめたの であ る。そ の傾 向は,と くに一一九 三〇年代 と四〇
年代にみられた。すなわち,行 政機関は,行政機関の手続を規制する一般法が存在 しないために,無
原則にその機能を拡大せ しめた。このため,行 政機関の手続を一般 的に規制する必要性が叫ばれパ ー
九四六年に行政手続法(APA)が制定 されたのである。
行 政 法(administra{三velaw)とい う文 言 は,そ れ ぞ れ の 行 政 機 関 に よ って,漠 然 と無 秩 序 に,一 一定
の基準に基づ くことな く使用されていたが,行 政手続法が制定されたことにより,行政法とい う用語
に一定 の基準が設け られ た。 しか し,現 在,な お,行 政法 とい う用 語 の意 味が不明確 な状態 にあ り,
マ定の基準について合意が得 られていないことは否定できない。
(2)しか し,連邦行政手続法が適用される法分野は,い わゆ る正式の行政処分手続に限定 されている
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ことに注意 しなければならない。このため,正 式の行政処分手続以外の非公式あるいは略式の行政処
分手続に連邦行政手続法の定義や要件を適用す ることを無視 している行政機関が多い。実際,行 政手
続法の要件に違反 しているのではないかとして行政機関を相手 どって提起 された訴訟をみて も,行政
官 自身が行政手続法の規定する手続や要件についてほとん ど知 らないのではないか,あ るいは無視 し
ているのではないかと思われる事例が多い。 しか し,略式手続においても連邦行政手続法の要件や手
続が漸次,一般 に認め られてきている。すなわち,連 邦行政手続法は,多 くの行政機関が遵守すべき
公式の基準として認められるようになってきてお り,また,州 行政手続法の基本的なモデル法 とな つ
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ている。また,裁 判所 も,連邦行政手続法を適用 して行政上の紛争を解決 しよ うとしている。 した
がって,連 邦行政手続法が 「規則制定jな どの用語について どのような定義づけを しているかを検討
しなけれ ぽ ならない。
(3)連邦 行政 手続 法に よる と,rule-makingとい うのは,規 則 を制定 し,修 正 し,廃 止す るため の行
政機関 の手続 であ ると定義 されてい る。 同法 に よると,「規鋼 」 とは,「法又 は政策 を実施 し,解 釈 し
若 しくは規定 し,又は行政機関の組織,手 続若 しくは実務規則を定めることを 日的とす る行政機関の
意思表示の全部叉は一部であって,一 般的に又 は特定の事項について適用 され,且 つその効力が将来
に及ぶ ものを い う」(551条)と定 義 されてい る。 この規定を 一言で い うと,規 則 は行政 機関 で作 られ
る法で あ るとい うことで ある。
このような性格を有する規則を行政機関が制定するとい う機能は,行 政機関が行使する機能の うち
で最 も基本的 な機能で あ り,ま た重要な機能 の…つで ある とい うことが で きる。そ して,こ の規則 は
原則的には法律の授権に基づいて制定 しなけれぼならない。すなわち,「規則」は,法又は政策 を実施
し,解 釈 し若 しくは規定 す る ものであ るか らで ある(551条)。しか し,こ の規 則 は,時 には,そ の時
の社会,政 治,経 済情勢の影響をうけて制定される場合もあることは否定できない。
ここに,こ の よ うな規則 を起 草す る行 政官が,そ の規則制 定権を濫用 した り,ま た,公 正な 手続 に
反するような規則を起草するようなことのないようにするための手段がとられなければならない理 由
が あ る。
連邦行政手続法第553条と規則制定手続
(1)このような考xに 基づいて,連邦行政手続法第553条の規定は,行政機関に対 し,規則を制定す る
場合には,公 正な,正当な手続を遵守 しなけれぽならないことを求めている。連邦行政手続法第553条
は,行 政官が規則を制定す る際に遵守 しなければな らない重要な手続要件についてつぎの ように規定
して い る。 す なわ ち,第1に,行 政 規則 を制 定す る場 合 に は,行 政 官 は,連 邦 公 示 録(Federal
Register)によ り当該規 則案を公告 しなけれ ば ならない。 この場 合の連邦公示 録 に よる公 告 に は,(1)
公開に よる規則制定手続が行われる日時,場 所及び手続の種類,② 規則案の根拠 となる法律上の権
限,(3)規則案の全文もしくはその大要または当該規則案の主題 と問題 となると思われる事項について
の説明,が 記載されていなければならない。第2に,行 政機関は,利 害関係人が規則制定過程に積極
的に参加す る機会を用意 しなければならない。すなわち,利 害関係人に対 し,審議に出席 して 口頭で
意見をのべ る機会を与えるか否かに拘 らず,文 書に より資料,意 見を提出する機会を与えなければな
らない。第3に,実 体 的規則は,そ の公告後,少 な くとも30日間は効力 を発生 しない。第4に すべ て
の行政機関には,利 害関係人に対 し,規則の制定,改 正,廃 止を請願す る権利を認めることが義務づ
け られ て ㌔・る。
(2)このように,行 政手続法に規則制定手続 に関する種々の要件規定 が定め られてい るに も拘わ ら
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ず,実 際には,ほ とんどの行政機関の規則は,行 政機関内部で一般社会 とは無関係に,ま た,利 害関
係人に対 しても何 ら情報を提供することなく,一方的に制定 されている。
さらに,問 題となることは,行 政手続法が行政機関が視則を制定する場合に,き わめて多 くの適用
除外事項を認めているとい うことである。このため,行 政官が,抽 象的で内容の必ず しも明確でない
法律の条文を解釈 し,略式の方法で規則を制定することを認める結果になっている。
しか し,行政機関が国民に公開せず,そ の意見を聴取せずに行政規則などを制定 してい くことは,
民主的法治国家における民主行政を否定する危険があると指摘されている。 したが って,行 政機関が
規則を制定する場合,ど こまで国民をその制定過程に参加させ るかというその程度,範 囲,形 式など
が,つ ねに 問題 とな ってい る。
この規則制定過程に国民や利害関係人が どこまで参加できるか とい う問題は,わ が国においても
眠 主的法治行政」を推進 してい くために極めて重要な問題である。
日本国憲法下における行政立法
(1)日本国憲法下においては,主 権者たる国民が 立法機関たる国会に対 し立法権を信託,委 任 し,国
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会 が行 政府に対 し行政立法権 を授権す るとい う方式 を採用 して いる(憲 法41条,73条6号)。しか し,
国会が行政府に行政立法権を委任 しうる程度と範囲は,国 民が国会に信託 し委任 した立法権限を国会
が放棄するようなものであってはな らない。国会が国民に対 し負っている立法責任を放棄 しているの
ではないか と疑われるような広範囲にわたる立法権限を行政府に委任するというようなことは,民 主
的 法秩 序を崩壊 させ るものであ り,.許 され ない。
したが って,こ の よ うな事態 が発生 しない よ うにす るために も,σ)国会 は,行 政府 の行 動 を統 制
し,その政治責任を追及する手段を もたなければならない し,②行政立法の委任の限界を逸脱 したか
否かについての司法裁判所による法的追及の手段,す なわち司法審査権が認められなければならない。
② しか し,わが国では,国 会が行政府にひとたび立法権を委任す ると,国会は委任 した権限行使に
発言権がないかのごとく考えられてきた。また,行 政立法 としての政令等の制定について外部か ら批
判す るとか公開するといった手続はほとんど採用されていないことが指摘 されてきた。
また,実 際に法律が行政立法に授権 している方式は,た とえば 「この法律の定めるもののほか,こ
ρ
の法律施行に関し必要な事項は,政 令で定める」(補助金適正化法28条)とい う抽象的なものが多い。
このため,行 政権の 自由な意思 に よ り,行 政 立法 でr必 要な事項」,「特別 な定め」,「権限の委任」,
「必 要 な細則」,「基準」が定め られ,法 律 の意図に反 して,法 律 が解釈 された り,執 行 され た り,運
用 され てい く危険があ る。 ,
しか し,行政立法は具体的に国民の権利,利 益を規制する場合が多いだけに,行政立法過程に対す
る国民の関与手続が整備されなければならないのである。
③ 他方,こ の行政立法に関する国会 と裁判所 との関係,す なわち,行 政立法についての司法審査権
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の発動の実態をみると,裁 判所は,技 術的,専 門的な事項を内容 とする行政立法の合憲性や違法性に
ついて的確な判断を下 しうるか とい う点については,判例の態度か らす ると危惧せざるを得ないので
あ る。
たとえば,最 高裁は,国 公法102条1項の政治的行為 と人事院規則への委任の問題について,「政治
的行為の定めを人事院規則に委任する国公法102条1項が,公 務員の政治的中立性 を損 うおそれのあ
る行動類型に属する政治的行為を具体的に定めることを委任す るものであることは,同 条項の合理的
な解釈に より理解 しうるところである。そ して,そ のような政治的行為が,公 務員組織 の内部秩序を
維持する見地から課 される懲戒処分を根拠づけるに足 りるものであるとともに,国 民全体の共同利益
を擁護する見地から科 される刑謁を根拠づける違法性を帯るものであることは,す でに述べたとお り
であるから,右 条項は,そ れが同法82条による懲戒処分及び同法llO条1項19号に よる刑 罰の対象 と
なる政治的行為の定めを一様に委任するものであるか らといって,そ のことの故に,憲 法の許容する
委任 の限度 を超 え る ことに なる もので はない。」 と し,国 公法102条1項が,同 法82条に よる懲戒処 分
及び同法110条1項19号による刑罰の対象 となる政治的行為の定めを人事院規則に委任 して いるか ら
とい って,憲 法 に違反 しな い と判 示 して い る(最 高昭和49・ll・6大判,別 集28巻9号393頁)。しか
し, 何が 「合理的な解釈」かについては明 らかにしていない。
ま た, 最:高裁 は,人 事院 規則14-7は,「右 国家公務員法102条1項に基づ き,一 般職 に属す る国家
公務員の職責に照 らして必要と認められる政治的行為の制限を規定 した ものであるか ら,前記大法廷
判決の趣旨に照 らし,実質的に何ら違法,違 憲の点は認められないばか りでな く,右人事院規則には
国家公務員法の規定によって委任された範囲を逸脱 した点 も何 ら認められ」ないとしている(最 高裁
昭和33・5・1・ ユ小判 ・刑 集12巻77,一1272頁)。この判決は,「職 責に照 ら し必 要 と認 め られ る政 治
的行為の制限」 と判示 し,その内容についての具体的説明を していない。この種の判例は多い。
る 。
わが国の裁判所 は,抽 象的基準に従 ってなされた行政立法への委任を合憲 ・適法 としているのであ
連邦行政手続法と行政機関の規則制定手続
(1)アメリカにおいて,行 政官に規則制定権を認めてい こうとする考えには,国 家機能や行政機能の
拡大か ら生ずる問題に対応 しなければならないという要請 とともに,行 政官に規則制定権を賦与 しな
ければならない実態面か らの要請がある。
行政官に規則制定権を認めなければならない理由は,立 法者には詳細な法律を起草する時間的余裕
も専門的知識もないという点にある。 とくに,行 政機関が環境問題などを処理す るための規,則を立案
る 。
す るには立法府 よりも適切であるとい うことは,多 くの政治学者や社会学者によって も認められてい
しか し,規則は利害関係者の権利 ・利益に重要な影響を与えるものであるため,規 則制定を規制す
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る方策を民主行政の立場から検討 しなければらないとい う考えか ら,行政手続法が制定され,行 政機
関が行 う手続に利害関係者の意見を反映させながら規則を制定す るとい う蜆則制定手続が 明文化 さ
れ,体 系 化され たので ある。
この 「規則制定」の問題に関 しては,行 政官の 「規則制定」権の行使について国民の意思を どのよ
うに反映すべきか とい うことと,行政官の専門性に基づ く恣意的な裁量権の行使による規則制定行為
を どの よ うに規制 してい くか とい うことが問題 とな る。 一・
② 連邦行政手続法は,行 政機関の親則制定手続に関 して どの ようにとり扱っているのであろうか。
現行の連邦行政 手続 法は,合 衆 国法律全 書(U.S.Code)によると,その第5編 「連邦 行政組織 お よび
職 員 」(Title5-GovernmentOrganizationandEmployees)第1部「行政 機 関 に 関 す る総 則 」(Part1
TheAgenciesGenerally)第5章 「行 政 手 続 」(Chapter5AdministrativeProcedure)とい う 形 で 位
置 づ け られ て い る。 そ して,そ の 内容 は,Sec.551Definitions〈定 義),Sec.552PubricInformation;
AgencyRule:,Opinions,Orders,Records,andProceedings(情 報 の 公 開,政 府 機 関 の 規 則,意 見,
処 分,記 録 及 び審 議 議 事 録),.Sec.552aRecordMaintainedonIndividual:(個人 に 関 す る 記 録),
Sec.552bOpenMeetings(行政 機 関 の 会 議 公 開),Sec.553RuleMaking(規則 制 定),Sec.559
Adludications(裁決),Sec.555AnciHaryMatters(附 随 的 事 項),Sec.556Hearings;Presiding
Employees;PowersandDuties;BurdenofProof;Evidence:RecordasBasiso1Decision(聴聞,
聴 聞主 宰職 員,権 限 及 び職 務,立 証 責 任,証 拠,決 定 の根 拠 と して の 記 録),Sec.5571nitial
Decisions;Conclusiveness;ReviewbyAgency;SubmissionsbyPar吐ies;ContenこsofDecisions;
Record(第一 次的決定,結 論,行 政機 関に よる審査,当 事者 に よる主張の提 出,決 定 の内容,記 録),
Sec.558璽mpositionofSanctlons;Determ{nationofApplicationsforLicenses;Suspension,
」
Revocation,andExpirationofLicense:(制裁,認 可を 求 め る 申請 に つ い て の 決定,認 可 の 停1f',取消
及 び 終 了),Sec.559EffectonOtherLaws;EffectofSubsequentStatutes(他 の 法 律 に 対 す る 影
響,本 法制定後に制定 される法律の効力)で ある。
この よ うな 内容 を有 す るアメ リカ連 邦行 政手続法に.あって,い わゆ るRuleMakingの占め る割合 は
決 して 多い とはいえない。
しか し,最近はこの行政立法手続,す なわち行政規則制定手続についての認識が高まってきている
.
と思 われ る。
'
㈲ この点をわが国の場合についてみると,わが国の場合,行 政手続法そのものが存在せず,し た
が って,行 政 立法手続 について の一般 法 も存在 しない。 このため,行 政法の著書をみ て も,行 政立法
手続 の問題 を取 り扱 ってい るものは極 めて少ない。
昭和39年2月に答申された臨時行政調査会の行政手続法草案は行政処分を中心 とした行政手続を取
り扱い,行 政立法の問題については解れなかった。その大きな理由の一つは,行 政立法手続を規定す
る場合,国 民が規則制定過程に参加する範囲をどこに求めるべきを確定できなか った点にあるといお
れているが,結 果的には,行政立法手続については時間的理由に より検討事項か ら削除するというこ
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とに な:つた もの で あ る。
規則は裁決とは異な り,個人ではな く不特定多数の者を対象としたものであるので,行 政機関の規
則制定手続 と裁決手続 とは異なる。 このため,実 際問題 として,行 政立法手続を制定する場合には,
まず,行 政立法手続に参加させるべ き対象者ないし利害関係者をどの範囲にすべきかとい うことが大
きな問題 とな ろ う。 また,そ の行政 立法 手続 に参加 させ る方 法 も問題 とな ろ う。
(4)アメ リカにおいても,行政機関に規則制定権を委任 しているにも拘わらず,規 則制定手続を体系
化 す る とい うところ までは い って いない。 した が って,裁 判所 も,焼 則制定 手続 を体系化す る とい う
ことにつ いては消 極的であ った。 この よ うな規則制定 手続に対す る連邦 レベルでの対応 は,州 段 階に
も影響 し,約20パーセ ン トの州に おいては,行 政立法 手続の基本法 と して の行 政手 続に関す る一般 法
が制定 され ていない。
このようなアメリカの地方段階における行政手続に対する対応には,民 主行政の徹底という点から
批判があるのはい うまで もない。 とくに,地 方行政は連邦行政と異な り,国民の日常生活に密接な関
係のある行政を執行 しているとい う意味においても,行政手続法の制定に消極的なことには批判が多
い。 これは行政手続法が制定 されていない場合には,結 果的には職務を担当する公務員の恣意的な判
断に より行政が運営される場合が生ずるという危惧があるからである。
わが国における行政立法の対応
(1:わが国の場合も,日本国憲法制定後90年以L経 たに もかかわらず,一 般法としての行政手続法は
未だ制定されていない。その論拠 としては,(1)行政の多様性が行政手続の統一に対 して障碍 となって
いること,②行政手続を厳格に規制することは行政の能率化,敏 速性の要求に反すること,③行政は
諸般の事情に適応できるように弾力性を有すべ きであって,これを固定化 し℃はならない こと,な ど
が,1三張 され て い る。
昭和39年2月に第…次韻L㌻行政調査会が行政処分手続を中心 とした ものであったが,行 政手続法草
案を内閣 に答 申 したに も拘わ らず,こ の よ うな理 由か ら,そ れ が 日の 目を見 ることな く葬 り去 られた
のは極め て残念な こ とであ った。 国の レベルにおけ るこの ような状態 か らい って,地 方公 共団体に対
し行政手続に関 し条例を定めることを求めることは困難であるといわざるを得ない。 しか し,地方公
共団体が最も市島 と接する機会が多いことからいって,わ が国においても,行政手続に関 して条例な
どの制定が期待 され る ところである。
(2)たとえば1,重984年(昭和59年)10月に,日 本公法学会 が 「行政手続 」の問題 を研究課,題と して と
りあげて審議 した際,行 政立法手続については,行 政担当官の側から,(1)行政立法手続を採用 した場
合には行政事務は停滞すること,②法律制定時にも行わないような資料の開示などを行政立法の段階
で行 う必要があるか否か疑問であること,(3)現状においては行政立法手続の必要性に野 間がある こ
と,(n)行政立法手続が必要ならば法律に規定するように し,さらに問題があれば国会で審議すれば よ
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いことなどが指摘された。 この見解は,行 政立法手続は行政の敏速性,能率性に反するとし,問題が
あるな らば国会で審議 し,個別的に関係法規を制定すればよいとい うことである。
しか し,こ の ような見解 に対 して,行 政 立法の統制 の方法 と しては ,議 会統制 と審議会 への諮 問に
よる統制があ り,行政立法の民霊化のためには,国畏の参加,議 会的統制,審 議会諮問という三つの
方途を組み合わせて運用すべきであるとい う見解が主張 されている。
このように,行政立法手続の可否に関 しては全 く相反する見解が対立 しているといわざるを得ない。
このような場合に何を基準として行政立法手続の必要性の有無を考えるべきであろうか。それはやは
り日本国憲法が確認 している民主行政とい う視点から問題を解決していかなければならないと考える。
行政立法手続の制定が主張されるのは.(1)行政立法手続の採用により,行政運営が民主化され,国
民の権利 ・利益を保護する行政立法が制定されることになること,②国会議員には詳細に法律を検討
し,審議 し,起草するだけの時間的余裕が少ないが,行政官は専門的な立場か ら法律を具体化 してい
く行政立法を細部にわた り起草できること,(3)行政官が一部企業や一部利害関係者 と癒着することな
どにより恣意的な行政運営がなされることになる危険を防止しなければならないこと,な どの理由に
よる の で あ る。
㈲ アメリカにおいては,合 衆国憲法に行政官に対 し規則制定権 を認める条文が存在 しないに も拘わ
らず,行 政官に規則制定 権を賦 与す ることが認め られ てい るの で あ る。 これ に対 し,わ が 園 にお い
て,憲 法第73条6号で拶」白に行政立法権を行政府に認めているのは,行政官の専門性に期待 している
ことを意味 してい ると思われ る。 これ は,同 時に,行 政立法 の段 階で よ り詳細 な規定 が定め られ てい
くことを意 味す る。 この ことは,反 面,国 民 の権利 ・利 益に強い関わ りを もつ 行政規 則が制定 され て
い く とい う こと で あ る。
,
アメリカの行政立法手続とわが国の行政立法の特色
(1)ア.メリカの行政 立法手続の特 色はつ ぎの ような もので ある。
ア メ リカの行政 手続法(APA)553条(b)項に よると ,規 則制定の提案は連邦 公示録 に公告 され る こ
と
.により測 民に知 らされることセ・な・ている・連邦公示録には,ω 公開の規聯 掟 襯 がいつ行わ
れ るのか,そ の 目時,場 所,② 規則制定 を提 案す るに際 して の法律 上の根拠 ,(3)規則案 の全文 または
「
その大要,ま たは当該規則案の主題と問題 となるべき事項についての説明が提示 される。
連邦公示録によるこのような公告がなされた後に,行政機関は,利 害関係人に対 し,文書による資
料,意 見又は主張を提出す ることにより規則制定に参加する機会を与えなければならない(553条(c)
項)。
さらに・行政機関は湘 害関係人から提出された資料,意見 厳 を検討 した後を。,制定する規則
にその法的根拠及び 目的の概要を記載 しなければならないことになっている。 また,行 政機関が規則'
を制定するに当って,法 律の規定により利害関係人に聴聞の機会を与えた後に,記録に基づいて規則
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を制定 しなけ ればな らな い場合 には,第 に553条(c)項に よらず,第556条(聴 聞 〔Hearing〕,聴聞主宰
官 〕 〔PresidingEmployees〕,聴聞 主宰 官 の 権 限 と義 務 〔PowersandDuties〕,挙証 責 任 〔Burdenof
Proof〕,証 拠 〔Evidence〕,決定 の 基 礎 と して の 記 録 〔RecordasBasisofDecision〕)及び 第557条
(第1次決 定 〔lnitialDecision:〕,決定 の 確 定 〔Conclusiveness〕,行政 機 関 に よ る 審 査 〔Reviewby
Agency〕,当 事 者 に よ る書 類 の 提 出 〔SubmissionsbyPartles〕,決定 の 内容 〔ContentsofI〕ecisions〕》
記録 〔Records〕)が適 帰1され る。
さ らに, 利害関係人は行政機関が規則を制定,改li三または廃止することを請願す る権利を認められ
て い る。
(2)この よ うに,ア メ リカ合 衆国法典第5編 第1部 第5章 第553条(規則制定)の 条項 を一瞥 した限 り
で は, 行政機関は規則制定に当って国民や利害関係人の意見を聴取 していこうとしているのであるか
ら, このような制定手続は極めて民主的で公正であると評価することができると考える。すなわち,
(D連邦公示録に よる規則案の説明,(2)利害関係人からの規則案に対する意見聴取,(3)利害関係人か ら
の意見聴取後の規則の法的根拠及び目的の概要の記載,(4)利害関係人に聴聞の機会を供与 した後の記
録 に基 づ く規則 の制定,(5)利害関係 人に対す る規 則の制定,改 正,廃 止につ いての請願 権 の賦 一J一,な
どの規則制定についての行政立法手続は,民 主的手続であると評価できるもの と考えてよいと思われ
る 。
(3)ここで,ア メ リカの規則制定 手続 に関す る問題点 な どを まとめ てお きた い。
ア メ リカにおいては,行 政機関が規則を制定する機能は,行 政機関の機能の うちで最も基本的で重
要な機 能の…一つ である とい うことが で きる。 そ して,こ の規則は,原 期的 には 法律 の授 権 に基づ いて
制定 されなけれ ばな らない。す なわ ち,「規則」は,法 又は政策 を実 施 し,解 釈 し若 しくは規定 す るも
ので あるか らである。 しか し,こ の規則 は,そ の時 の社会 ・政治 ・経 済情勢 の影響 を うけ て制定 され
る場合がある。そのため,規 則を制定する行政官が規則制定権を濫用 した り,公正な手続に反す る規
則を起草するようなことが生 じないようにす るための手段がとられなければならないということにな
る 。
これを担保す るために,ア メ リカにおい ては,行 政機 関の規則制定 手続は,行 政 手続 法第553条の規
定か ら して,公 開 して公正に 民主的 に行わ なければ な らな い もの とされて いる。
(4)しか し,行政手続法には規則制定手続に関する種 々の要件が規定 されているにも拘 らず,行 政機
関の規則は,行政手続法第553条の趣 旨に反 し,実際には行政機関内部で,一般社会 とは無関係に,ま
た利寓関係人に対 して も何ら情報を提供することな く,一方的に制定されている場合が多いといわれ
て い る。 さらに問題とな っているのは,行 政手続法が,行 政機関が規則を制定する場合に,き わめて
多 くの適用除外 車項を認 めてい るとい うこと.である。 この ため,行 政官が,抽 象的 で内容の必 ず しも
明確でない条文を解釈 し,略式の方法で規則を制定す ることを認める結果になっている。このため,
多 くの適用除外事項のある規則制定手続は,単 に民主的な手続によって規則を作るとい う幻想を国民
に抱かせるための儀式的な:ものにすぎないとか,ま た,適 用除外事項を多 く認めなが ら規則制定手続
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を条文化 しているとい うことは,国家が国民の気持を和 らげるための手段にす ぎないのではないか と
い う批判がある。すなわち,適 用除外嘉項は,結果的には行政官に対 しどのような種類の規則を どの
ような内容で,ど の範囲まで制定するか とい うことの裁量権を大幅に認めることになっているのでは
な いか とい うことである。
(5)第553条(b)項の(3)は,法律 が通知 また は聴 聞を行 わなけれ ば な らい と規 定 して い る場合 以外 は,
「つ ぎに掲げ る事項 には道 川 され な い」 と して,2つ の場合 を例示 して いるが ,そ の一 つの(b)項(3)(A)
は,法 律をど う解釈するかに関す る解釈的規定や,法 律が意図す る政策,趣旨などに関する一般的,
抽象的な説明,行政機関内部の組織 ・手続 ・事務に関する規則などには,553条(b)項の規則制定 の提
案に関する連邦公示録への公告についての規定は適用 されないというものである。
このため,規 則案の立案過程に直接参加する行政官が実際には,法律を実施 してい くための 「実体
的規則」や 「立法的規則」に相当する規期を,法 律の 「解釈的規瑚」であるとか法律の政策や趣 旨を
一般的に説明するものであるとして,規則制定手続に依拠することな く,その裁量で制定す ることが
できるということになる。 しかも,解釈的規則 と実体的規則を区捌する基準が明らかではないのであ
る 。
そこで,ア メリカの行政機関が制定する規則の大部分が 「解釈的規則」と して規則制定手続の適用
受けない結果 とな り,このことが,国 民や利害関係人を参加 させて規則を制定 してい くとい う民主的
な規則制定手続をきわめて弱体化 させているという批判の強力な論拠 ともな っている。
⑥ アメリカの規則制定手続規定の問題点は,結 論的には,(1)規則制定担 当官 の裁量権の統制 の方
法,② 規則制定手続適用除外規定の範囲,(3)政策問題や国家安:全保障問題に対す る規則制定手続適用
の範囲,(4)特定の利益集団の規則制定手続に対する圧力の排除,⑤プライバシーに関連する事項に対
する利害関係人の関 ケの限界,⑥ 適正手続の原則の適用を排除する 「正当な事由」の基準,な どをど
の よ うに理解 し,対 処す るか とい うことに なる。
そ のため の… つ と して,行 政 機関 内部で適正 予続 に基づ く規則制定 手続 を定 め るこ と,ま た,規 則
制定手続が開始される初期の段階で,国 民や利害関係者の意見を聴取するな どの手続を考えるべきこ
と,な どの提案が な され てい るが,参 考にすべ きで あろ う。
(7>以上考察 してきたアメ リカの規則制定手続上の問題点は,わ が国が行政手続法や行政立法手続法
を制定する場合にも当然に問題となる点であるといってよいと考える。
ρ
しか し,わが国の場合は,行 致立法手続の基本 となるべき行政手続法 も,昭和39年に第一次臨時行
政調査会がその制定について答申を行 ったにも拘 らず,放 翻 されたまま30年近 くの年月が経過 してい
る現状か らすれば,行 政立法手続法の実現は困難 といわざるを得ないであろ う。
(たなかだて しょうさつ)
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